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本日の説明内容

１．医師の働き方改革について

２．宿日直許可申請

３．宿日直許可後にすること

４．特例水準申請

５．働き方改革推進支援助成金
適用猶予業種等対応コース（病院等）

６．医療監視(立入調査)について



面接制度の実施について
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管理者（事業者） 面接指導実施医師

STEP1 睡眠及び疲労の状況の確認
当該月に100時間以上の時間外・休日労働が見込まれる医師
（例えば、前月又は当月の時間外・休日労働が80時間を超えて
いる者）を抽出し、時間外・休日労働が月100時間以上となる
前に、睡眠及び疲労の状況等、以下の事項について確認を行う。

＜確認事項＞
①前月の休日・時間外労働時間
（副業・兼業も自己申告により通算する）
②直近2週間の1日平均睡眠時間（可能であればアクチグラフ等
の客観的指標を用いる）

③「労働者の疲労蓄積度の自己診断チェックリスト」
➃面接指導の希望
※可能であれば、面接指導対象医師と同じ病棟や診療科で勤務す
る看護師長や上級医から、長時間労働の負担による影響の有無等
についても確認しておくことが望ましい。

STEP２ 面接指導
労働安全衛生法に基づく長時間労働者に対する面接指導におい
て確認を行う事項（勤務の状況、疲労の蓄積の状況、心身の状
況）に加え、睡眠負債の状況を確認する。また、医師について
はバーンアウト（燃え尽き）のリスクが高いことを踏まえ、
ワークエンゲイジメント（熱意・没頭・活力）とバーンアウト
（燃え尽き）の相違も念頭に置きつつ、評価を行う。
＜確認事項＞
①勤務の状況
②睡眠負債の状況
③疲労の蓄積の状況
➃心身の状況（うつ症状や心血管疾患のリスク等）
必要に応じて睡眠や休息等に関する助言や保健指導を行う。

STEP３ 報告書・意見書の作成
面接指導に基づき、本人への指導区分及び就業区分の判定し、報
告書及び意見書を作成の上、管理者に報告する。報告書・意見書
の作成に当たっては、必要に応じて、産業医、院内の専門科又は
専門医療機関と連携することが望ましい。
＜本人への指導区分＞ ※複数回答可
0.措置不要 １．要保健指導
２．現病治療継続 又は 医療機関紹介
＜就業区分＞
0. 通常勤務 1. 就業制限・配慮 2. 要休業

STEP４ 就業上の措置
面接指導実施医師からの報告及び意見を踏まえ、必要に応じて、就業
上の措置を講じる。

必
要
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報
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提
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果
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告

産業医 連携

３．宿日直許可後にすること



面接制度の実施について
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３．宿日直許可後にすること

就業上の措置

（就業制限）
・当直・連続勤務の禁止
・当直・連続勤務の制限（○回／月まで）
・就業内容・場所の変更（外来業務のみ等）
・時間外労働の制限（〇時間／週まで）
・就業日数の制限（○日／週まで）
・終業時間の制限（〇時〇分～〇時〇分）
・変形労働時間制等の対象から除外

（就業の禁止）
・○日間の休暇・休業



面接指導の流れ
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３．宿日直許可後にすること

面接指導は、長時間働く医師一人一人の健康状態を確認し、医師の健康確保のため、必要に応じて、
管理者（事業者）が就業上の措置を講ずることを目的として行われるものです。

時間外・休日労働が月100時間以上となることが見込まれる医師に対しては、
面接指導を実施しなければなりません。
副業・兼業先の医療機関にも義務付けられます。

面接指導実施の流れ

・労働基準法施行規則による面接指導
・医療法に基づく面接指導
・労働安全衛生法に基づく面接指導

管理者・事業者
による健康確保
措置

管理者・事業者
へ書面の提出

面接指導実施
医師による書面
の作成

面接指導実施
医師による面接
指導

時間外・休日労働
が100 時間見込み

【出典】「医師の働き方改革2024年4月までの手続きガイド」（厚生労働省）



３．自己評価の実施
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３．宿日直許可後にすること

資料名（ファイル名）一覧

01．時短計画.pdf

02．組織図.pdf

03．業務規程.pdf

04．現在の時間外手当申請マニュ
アル.pdf

05．宿日直時の時間外手当につい
て（通知）.pdf

06．日当直表（実績）.pdf

07．医師の時間外申請簿（日当直
した医師のサンプル）.pdf

08．ポータルサイトの写し.pdf

09．36協定届.pdf

10．診療科別の時間外・休日労働
時間調（令和3年度）.pdf

項
目
番
号

項目

必
須
項
目

自己評価 取組状況 提出資料名 資料の該当箇所
資料
なし

1

労務管理に関する責任者
を置き、かつ責任の所在
とその役割を明確に示し
ている

達成している 〇

人事部長が労務管理の責任者で
あることを組織図に明記すると
ともに、人事部長の業務及び責
任の範囲については業務規程に
明記している。

1 02．組織図.pdf 1すべて

FALS

E

2 03．業務規程.pdf 2 2ページの3行目～10行目

3 3

4 4

5 5

2
労務管理に関する事務の
統括部署が明確に存在す
る

1 1

FALS

E

2 2

3 3

4 4

5 5

3
医師の自己研鑚の労働時
間該当性のルールを定め
ている

現時点では達成して
いないが、具体的な
実施時期を定め、取
り組むことを医師労
働時間短縮計画に記
載している

〇

現在の時間外手当の申請マニュ
アルは、何が自己研鑽に該当す
るか不明確であるため、各科に
ヒアリングを行った上で働き方
改革検討委員会で内容を検討し、
2024年度までにマニュアル改定
を行うことを医師労働時間短縮
計画に明記している。

1 01．時短計画.pdf 1 25ページ上段

FALS

E

2
04．現在の時間外手当申請マ
ニュアル.pdf

2 12～16ページ

3 3

4 4

5 5

4

追加的健康確保措置の体
制を整備するために、勤
務間インターバルと代償
休息に関するルールをい
ずれも定めている

● 達成している 〇

1 1

FALS

E

2 2

3 3

4 4

5 5

医師労働時間
短縮計画

01．時短計画.pdf

医療機関コード 1843393869

医療機関名 クマゴロー病院
【必ず記載】
◆「資料名一覧」から時短計画の案のファイル
名を拡張子(.pdf)を付けて記載してください。

自己評価が「○」の場合は、「取組状況」「提出資料」
「資料の該当場所」を必ず記載し、「資料なし」には
チェックできません。
必須項目が「☓」のため未達成の場合は、申請できません。

「自己評価で医師労働時間短縮計画に記載している」とした場合
は必ず医師労働時間短縮計画の中にその項目を記載してください。



特定労務管理対象機関の指定に係る
都道府県・医療機関の手続の流れ
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４．特例水準申請

【出典】「令和5年度第１回都道府県医療勤務環境改善担当課長会議 資料」（厚生労働省）



特定労務管理対象機関の指定に係る審査基準特例水準審査基準（PDF：180KB）

様式1（B水準申請書）（ワード：46KB）

様式2（連携B水準申請書）（ワード：46KB）

様式1-2（医療法第113条第1項に規定する業務があることを証する書類）（ワード：20KB）

様式2-2（医療法第118条第1項の指定に係る派遣の実施に関する書類）（ワード：19KB）

様式3（C-1水準申請書）（ワード：46KB）

様式3-2（医療法第119条第1項の指定に係る業務があることを証する書類）（ワード：19KB）

様式4（C-2水準申請書）（ワード：46KB）

様式4-2（医療法第120条第2項において準用する同法第113条第3項第3号の要件を満たすことを誓約する
書類）（ワード：18KB）

誓約書（医療法第113条第3項第3号の要件を満たすことを誓約する書類）（ワード：45KB）

４．特例水準申請 詳しくはお近くの各都道府県の

勤改センターにお問合せください。
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https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/43863/shinsakizyun.pdf
https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/43863/1b.docx
https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/43863/2b.docx
https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/43863/1-2.docx
https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/43863/2-2v2.docx
https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/43863/3c.docx
https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/43863/3-2.docx
https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/43863/4c.docx
https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/43863/4-2.docx
https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/43863/seiyakusyo.docx


36 協定の締結事項等について
（特例水準）
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４．特例水準申請

当該指定がないにもかかわらず、
Ｂ水準の特定医師に関する 36 協定
を締結した場合、Ｂ水準の特定医
師とされた医師は、実際にはＡ水
準の特定医師であることから、当
該 36 協定にＡ水準の上限規制に適
合しない内容が定められている場
合、当該 36 協定は法定の要件を満
たしてないこととなるため、一般
条項及び特別条項が全体として無
効となり、一切の時間外・休日労
働を行わせることができなくなり
ます。

【出典】「医師の働き方改革2024年4月までの手続きガイド」（厚生労働省）



10

【出典】
令和５年度「働き
方改革推進支援助
成金｣適用猶予業
種等対応コース
（病院等）のご案
内」リーフレット
より(厚生労働省)

働き方改革推進支援助成金（適用猶予業種等対応コース）｜厚生労働省

５．働き方改革推進支援助成金

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000120692_00001.html


手続きフローチャート

事業主 都道府県労働局

①交付申請

交付申請書の提出
（令和5年4月1日から受付を開始しています）

※事業実施計画を添付

交付申請書の受付・審査
令和5年11月30日まで（必着）

※支給対象事業主は国の予算額に誓約さ
れるため、それ以前に予告なく受付を締
め切る場合があります。

交付・不交付の決定・通知通知の受理

②事業実施

事業実施
（機器の購入、36協定の作成・変更・届出
研修の実施など）
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５．働き方改革推進支援助成金

「働き方改革推進支援助成金交付申請書」（様式第１号）［Word形式：66.0KB］

https://www.mhlw.go.jp/content/001083114.docx


手続きフローチャート

事業主 都道府県労働局
③支給申請

支給申請書の提出
※事業実施計画の内容を踏まえて改善事業を
実施し、事業実施予定期間が終了した日から
起算して30日後の日または2月9日のいずれか
早い日までに提出してください。

支給申請書の受付・審査
事業実施予定期間が終了した日から起
算して30日後の日

または
令和6年2月9日（金）のいずれか早い日
まで（必着）

支給・不支給の決定・通知
助成金の支給手続

通知の受理
助成金受取
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５．働き方改革推進支援助成金

「働き方改革推進支援助成金支給申請書」（様式第10号）及び「働き方改革推進支援助成金事業実施結果報告書」（様式第11号）［Word形式：55.0KB］

https://www.mhlw.go.jp/content/001083114.docx
https://www.mhlw.go.jp/content/001083114.docx
https://www.mhlw.go.jp/content/001083117.docx
https://www.mhlw.go.jp/content/001083117.docx


Q&A

13

５．働き方改革推進支援助成金

よくあるご質問（令和４年５月２日更新）［PDF形式：470KB］

https://www.mhlw.go.jp/content/001022586.pdf


適用猶予業種等対応コース（病院等）の助成内容

助成額

適用猶予業種等対応コース（病院等）の助成内容

試算例（医師を含む労働者数 ３０人）

現に有効な36協定で協定している月の時間外・休日労働時間数の上限85時間

勤務間インターバル 導入なし

取組金額の上限 労務管理担当者に対する研修と労働者に対する研修、周知・啓発で 30万円
就業規則の変更 10万円 30万円＋10万円＝40万円×3／４＝30万円
デジタル画像診断システムを導入 500万円×4／5で400万円 合計430万円

成果目標金額36協定の月の時間外・休日労働時間数の上限を80時間とする（成果目標①）150万円
勤務間に11時間のインターバルを新規導入（成果目標②）150万円
賃金引上げ３％ 10名（加算）100万円 合計400万円

400万円と430万円と比較して低い額
400万円が助成金として支給されます

５．働き方改革推進支援助成金 詳しくはお近くの各都道府県の

労働局にお問合せください。
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医療法第２５条第１項に基づく立ち入り検査
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面接指導と勤務間インターバル・代償休息のルールの履行状況は医療監視において確認が行われます。

医療監視におけるチェック項目

医療監視（立入調査）は、全医療機関を対象に実施されています。
2024年４月以降は、各医療機関において医師の時間外・休日労働に応じた、適切な追加的健康確保措置
の履行について、以下の確認が行われる予定です。

面接指導実施

時間外・休日労働が月100時間以上となった医師（面接指導対象医師）に対して、
面接指導が実施されている。

面接指導実施後の就業上の措置

面接指導対象医師に対する面接指導実施後、必要に応じて、労働時間の短縮、宿直の回数の減少
その他の適切な措置（就業上の措置）を講じている。

休息・代償休息確保

特例水準医療機関の医師のうち、時間外・休日労働時間が年960時間超となることが見込まれる
医師に対し、休息もしくは代償休息が確保されている。

労働時間短縮に係る必要な措置

時間外・休日労働が月155時間超となった医師について、労働時間の短縮のために必要な措置を
講じている。

POINT

１

POINT

2

POINT

3

POINT

4

６．医療監査(立入調査)について


